
平成２３年度事務事業評価結果（保健所）　前年度「現状通り継続」以外

1 保健所 健康管理課 精神障がい者交通
費補助事業

精神障がい者の継続的な通院と
生活基盤の安定を図るため、通
院や通所する際に市内路線バス
を利用する精神障害者保健福祉
手帳所持者を対象に、福祉特別
乗車証を発行し、バス運賃を無
料化する。
【対象】
手帳所持者で通院や訓練にバス
を利用する生活保護を受給して
いない者（H23見込数396人）

10,792 執行方法の
見直し

他の中核市の取り組みを
参考にしながら、事務の
簡素化を図りつつ通院状
況について実態把握に努
め、実態に即した事業と
なるよう見直すこと。

障がい福祉課の同様の事
業との整合性を図りなが
ら、検討していく。現時
点では、訓練施設への通
所状況について実態調査
を行うとともに、通院状
況の実態把握について
も、可能な限り簡素な方
法を検討し、調査を行っ
ていく。

24年度予算要求に向け、
実態調査を行い、調査結
果及びそれに基づく方針
を示すこと

2 保健所 保健総務課 保健所運営管理費 保健所庁舎に係る維持管理経費
および管理運営経費

36,446 執行方法の
見直し

施設が隣接している保健
所、サンライフ秋田、老
人福祉センターについ
て、関係部局で協議を行
い、一括委託に向けた検
討を行うこと（福祉保健
部、商工部にも同様の指
摘事項を付す）。

－

委託契約の一括化につい
ては、当初想定していた
警備業務の一括契約が不
可能との見解が示されて
おり、一括化できる委託
費が限定されるためメ
リットが薄いこと、指定
管理者の契約期間がそれ
ぞれ異なるため、契約の
見直し可能な時期が一致
しないことにより見直し
困難であるという理由か
ら、一括化を見送るのが
妥当とする。（保健所、
福祉保健部、商工部共通
指示事項）

23年度指示事項
22年度最終
評価結果

22年度事務事業評価
での指摘事項

22年度指摘事項
に対する対応

事業概要等
H22予算額
（千円）

ＮＯ 事務事業名担当課所室部局
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3 保健所 健康管理課 感染症予防事業
（鳥・新型インフ
ルエンザ）

・発生時の防疫対策用にマス
ク、防護服、手袋等の感染防護
用品や消毒用品を購入・備蓄す
る。
・鳥インフルエンザ、新型イン
フルエンザの疾患に関する情報
情報や感染予防知識を市民に普
及啓発するため、パンフレット
を購入する。

1,286 縮小 備蓄は完了していること
から、期限の切れたもの
の補充のみとする。

年度内に期限の切れる医
薬品のみの予算を確保し
ており、使用期限を考慮
しながら順次更新してい
く。

－

4 保健所 健康管理課 保健所総務費各種
補助金（精神保健
福祉全国大会開催
費補助金）

主催は厚生労働省、（社）日本
精神保健福祉協会であり、内容
は記念式典、記念講演、アトラ
クション、シンポジウム等であ
る。全国規模の大会であること
から開催市として補助金を交付
するものである。

0 休・廃止

－

21年度で終了済。

－

5 保健所 保健総務課 保健所総務費各種
補助金

①本市の保健衛生の向上と市民
の健康保持を図る各種事業なら
びに大会等の開催を支援する。
②医療・介護が必要な高齢者
が、在宅で生活を希望したとき
に安心して暮らせるための在宅
老人医療ネットワークシステム
を支援する。

1,160 縮小 医師会に対し市の財政状
況や行革の取り組みを説
明したうえで、補助総額
を1,000千円程度に減額
し、市の意向（市民ニー
ズ）を反映した事業とな
るよう見直しを図るこ
と。

交付申請時に当該補助金
の必要性、有効性および
市民ニーズの視点を加味
した詳細なヒアリングを
実施し、適正、かつ効果
的な支出に努めた。ま
た、平成２３年度当初予
算において補助金総額を
1,000千円とした。

－
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6 保健所 保健総務課 夜間休日応急診療
所運営管理費

夜間、休日における小児を中心
とした市民の初期救急医療を確
保するため、成人病医療セン
ター内に、夜間休日応急診療所
を開設している。
・夜間（19:30～22:30）：小児
科、耳鼻咽喉科
・休日（09:30～15:30）：小児
科（在宅診療として眼科）

85,463 執行方法の
見直し

【22年度事務事業評価
で、部局が自ら提起した
改革・改善案】
1.一部指定管理や業務委
託を行っているが執行方
法・内容について検討す
る。
2.耳鼻咽喉科について
は、眼科同様に在宅診療
に切り替えることができ
ないか検討する。

指定管理を行っていた診
療所を、２３年度から業
務委託とした。

－

7 保健所 保健予防課 健康増進事業（検
診事業）

胃がん検診、胸部（肺がん・結
核）検診、大腸がん検診、子宮
頸がん検診、乳がん検診、前立
腺がん検診、骨粗鬆症検診、歯
周疾患検診を実施する。

178,464 執行方法の
見直し

【22年度事務事業評価
で、部局が自ら提起した
改革・改善案】
受診率向上のため、検診
期間の延長、セット検診
の拡大や周知強化に努め
る。

各種検診の受診率向上を
図るため、検診期間の1か
月延長など検診機会の拡
大を図った。 また、小規
模事業所、金融機関、薬
局、コンビニ窓口へ健診
ガイドやリーフレットを
設置し周知の強化に努め
るとともに、各地域で開
催する各種健康教育等で
がん検診の啓発を行っ
た。

－

8 保健所 保健予防課 健康判定 健康判定（個別指導）では、健
康チェック、栄養調査、体力測
定、個別指導を行い、終了後に
事後指導として運動指導教室を
実施する。

662 休・廃止

－

22年度で事業終了

－
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9 保健所 保健予防課 地域保健推進員活
動支援事業

地域ぐるみの健康づくりを推進
するため、地域の中に保健推進
員を設置し、疾病予防や健康増
進について、地域に根ざした活
動ができるよう支援する。

【内容】
リーダー研修
ステップアップ研修
地区活動への補助金交付
 （21年度　45地区、1,529人）

1,154 執行方法の
見直し

推進員が活動しやすい組
織づくりに努めること。

保健師、栄養士、歯科衛
生士が各地域に出向い
て、活動計画の相談や各
種活動に協力した。ま
た、外部の無料講師等を
紹介するなど活動の支援
を行った。 －
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